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2022年 1月 21日 

国立大学法人 神戸大学 

株式会社日立製作所 

 

神戸大学と日立が説明可能な AI技術を用いて 

神戸市民 38万人の要介護リスク予測の共同研究を開始 

神戸市における保健・介護政策づくりでの活用を期待 

 

国立大学法人神戸大学(以下、神戸大学)大学院医学研究科地域社会医学・健康科学講座 AI・デジ

タルヘルス科学分野の榑林陽一特命教授らと、株式会社日立製作所(以下、日立)は、神戸市が構築したヘ

ルスケアデータ連携システム*1を活用した取り組みとして、神戸市民の健康・医療情報を対象に、AI(人工知能)

技術による要介護リスクの解析研究を行います。 

本研究は神戸大学が主体となり、日立が開発した独自の説明可能な AI 技術を活用することで要介護リ

スク予測のブラックボックス化(解析根拠が不明)の解消をめざし、神戸市民 38 万人の健康・医療ビッグデータ

から、住民一人ひとりに対する要介護リスクの予測及び予測根拠を提示する方法を開発します。研究成果の

要介護リスク個別予測モデルは神戸大学から神戸市に提供され、神戸市の保健・介護政策づくりに活用され

ることが期待されます。 

*1 科学的根拠に基づく保健事業の推進による市民サービスの向上をめざし、今まで別々に記録されていた個人の医療・介護・健診などのデータを個人ご 

とにまとめたシステム。 
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■研究の背景 

超高齢社会を迎え、市町村が中心となって高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施を推進するた

めの体制整備が進められています。このたび、神戸市保健事業にかかる研究倫理委員会*2 承認のもと、平成

27 年度から令和元年度までの計 5 年間の介護保険被保険者の医療・介護データなどの連結データセット(約

3000 項目/人)が、神戸市より神戸大学大学院医学研究科地域社会医学・健康科学講座 AI・デジタルヘ

ルス科学分野に提供されました。 

データ提供は令和 6 年度まで継続し、最終的に計 10 年間の連結データセットが提供される予定です。デー

タは、神戸市において個人や住所が特定されることのないよう匿名化され、神戸大学に提供されます。さらに、

神戸大学において希少疾患などから個人が特定されることがないよう、同じ特徴を持つ人が 10 人以下のデー

タ項目を削除するという再匿名化を実施します。 

神戸大学と日立は共同研究契約のもと、日立の独自 AI 技術を用いて要介護リスク個別予測モデルを開

発します。要介護リスクは個人ごとに異なるため、最先端の説明可能な AI 技術を適用することで、精度の高

い予測モデルの作成が期待できるほか、要介護のリスク要因の解析根拠を把握することができます。本研究は、

政府が進めるデータヘルス*3政策に貢献する、社会的意義の高い先進的な研究です。 

*2 神戸市保健事業にかかる研究倫理審査委員会についてのWebページ 

https://www.city.kobe.lg.jp/a15830/shise/committee/hokenfukushikyoku/rinrishinsa/index.html 

*3 データヘルス: 電子的に保有された健診やレセプトなどの健康医療情報を分析し、健康増進や病気の予防に活用しようとする取り組み。 

 

■研究の内容 

研究の解析対象は、65才以上の神戸市民38万人の医療情報、介護情報、健診情報などを連結した継

時的データセットであり、これを AI の学習データとして用いて、一人ひとりに対する要介護リスクを予測するモデ

ルを研究します。継時的なビッグデータ解析により、個人ごとに異なる介護リスク要因の特定に向けて予測性

能を検証する研究が、政令指定都市規模の大規模なコホート*4 で実施されることは、本邦初*5 となります。ま

た、開発された要介護リスク個別予測モデルは神戸市の保健・介護政策づくりに活用されることが期待されま

す。 

本研究の成果は、神戸市をはじめ全国の自治体において保健事業と介護予防の一体的実施に従事する

専門職員の作業の負荷軽減や、適切なリスク個別予測による介護予防事業の質の向上につながることが期

待できます。 

*4 コホート: 追跡調査を行う集団をコホートと呼び、多くの人々を対象にして、長期間にわたって健康追跡調査を行うことで、体質や生活習慣、環境と疾

病の関係性を明らかにする調査をコホート調査という。 

*5 個人ごとの介護リスク要因の特定を目的に、政令指定都市規模の自治体が保有する医療レセプト、特定健診などの様々な国民健康保険データを

名寄せ・連結した健康・医療ビッグデータを対象とした AI解析を行う研究は、日本初(神戸大学調べ)。 

 

■本研究で用いる日立の AI技術について 

今回用いる日立が開発した説明可能な AI 技術は、デジタルイノベーションを加速する Lumada(ルマーダ)*6

で展開する技術の 1 つです。本 AI 技術は、高精度な予測モデルを構築するための深層学習(ディープラーニン

グ)*7 において、従来は困難だった「予測に寄与する要因の抽出」を行うことができるとともに、特許取得済みの

https://www.city.kobe.lg.jp/a15830/shise/committee/hokenfukushikyoku/rinrishinsa/index.html
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日立独自の「根拠データ管理技術」*8 により、予測要因を生成した根拠データまで遡ることができるため、高い

予測精度とその根拠の説明性を両立することが可能です。既に医療、創薬分野において実績があり*9、価値

ある製品・サービスの開発期間の短縮などに貢献しています。 

本研究では、自治体が持つ膨大な健康・医療ビッグデータに日立のAI技術を適用し、要介護リスク個別予

測モデルの作成に取り組みます。本研究を通じ、日立は社会保障費増大の抑制に貢献するとともに、人々の

Quality of Life(QoL)向上に寄与することをめざします。 

*6 お客さまのデータから価値を創出し、デジタルイノベーションを加速するための、日立の先進的なデジタル技術を活用したソリューション・サービス・テクノロ

ジーの総称。https://www.hitachi.co.jp/lumada/ 

*7 ディープラーニング(Deep Learning): 脳の神経細胞のメカニズムを取り入れたニューラルネットワークによる機械学習手法。 

*8 AI予測結果の根拠データ管理技術は、次の取り組みで開発。 

2018年 12月 12日発表「AIを用いた患者の再入院リスクの予測値とその根拠データを提示することができる情報ダッシュボードを開発」 

https://www.hitachi.co.jp/rd/news/topics/2018/1212.html 

*9 本 AI技術を活用した「バイオマーカー探索サービス」に関するWebページ 

https://www.hitachi.co.jp/products/it/industry/solution/hdsf_pharma/biomarker.html 

 

■研究体制 

代表研究者 

・神戸大学大学院医学研究科地域社会医学・健康科学講座 AI・デジタルヘルス科学分野 

特命教授 榑林陽一 

分担研究者  

・神戸大学保健学研究科 パブリックヘルス領域 地域保健学分野 教授 和泉比佐子 

・株式会社日立製作所 

 

■今後の展開 

 今後、本研究成果をもとに、神戸市において AI を活用して開発した要介護リスク個別予測モデルを用いた

要介護に関する行政政策が行われ、より根拠ある情報をもとに多くの高齢者の方々への迅速なサービス提供

に寄与します。今回のように大規模かつ長期にわたる自治体の健康・医療データが、大学主体の産学連携で

行う要介護リスク解析研究において、提供されたケースはなく、日本で初めての取り組みです。同様のモデルが

今後、他の市町村においても展開されることにより、地域の健康寿命延伸に大きく貢献することが期待できま

す。 

 

■神戸市・神戸大学の発表 

神戸市 ：https://www.city.kobe.lg.jp/a15830/kenko/phr/405298200745.html 

神戸大学：https://www.kobe-u.ac.jp/research_at_kobe/NEWS/collaborations/2022_01_21_01.html 

 

■神戸大学大学院医学研究科地域社会医学・健康科学講座 AI・デジタルヘルス科学分野について 

現代社会が直面する様々な健康・医療上の課題を最新情報科学技術の活用により、解決するため健康

や暮らし情報などのビッグデータを格納する PHR(Personal Health Record)基盤を整備し、人工知能(AI)やデ

https://www.hitachi.co.jp/lumada/
https://www.hitachi.co.jp/rd/news/topics/2018/1212.html
https://www.hitachi.co.jp/products/it/industry/solution/hdsf_pharma/biomarker.html
https://www.city.kobe.lg.jp/a15830/kenko/phr/405298200745.html
https://www.kobe-u.ac.jp/research_at_kobe/NEWS/collaborations/2022_01_21_01.html
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ジタル関連技術を活用して新たな個別予防・先制技術の開発や医薬品開発手法などの実証を行っています。

本研究を含め当分野が行う研究事業の資金の一部を兵庫県が負担しています。 

 

■日立製作所について 

日立は、データとテクノロジーで社会インフラを革新する社会イノベーション事業を通じて、人々が幸せで豊か

に暮らすことができる持続可能な社会の実現に貢献します。「環境(地球環境の保全)」 「レジリエンス(企業の

事業継続性や社会インフラの強靭さ)」 「安心・安全(一人ひとりの健康で快適な生活)」に注力しています。IT・

エネルギー・インダストリー・モビリティ・ライフ・オートモティブシステムの 6 分野で、OT、IT およびプロダクトを活用す

る Lumada ソリューションを提供し、お客さまや社会の課題を解決します。2020年度(2021年 3月期)の連結

売上収益は 8 兆 7,291 億円、2021 年 3 月末時点で連結子会社は 871 社、全世界で約 35 万人の従業

員を擁しています。 

詳しくは、日立のウェブサイト(https://www.hitachi.co.jp/)をご覧ください。 

 

以上 

https://www.hitachi.co.jp/

